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１ 平成 17 年度子ども未来局予算要求総括表 

 

 【一般会計】 

 
（単位：百万円） 

区 分 

平成 16年度 

予 算 額 

Ａ 

平成 17年度 

要 求 額 

Ｂ 

増▲減額 

Ｂ－Ａ 

増減率 

（Ｂ－Ａ）／Ａ

子ども育成部 
３，３２４

(３，０６４)

３，６２８

(３，１７４)

３０４ 

（１１０） 

９．１％

 （３．６％）

子育て支援部 
３４，８７５

(１２，５６９)

３７，３７７

(１３，７０２)

２，５０２ 

 （１，１３３） 

７．２％

 （９．０％）

児童福祉 

 総合センター 

４，６５１

(２，２２５)

５，０５６

(２，４２３)

４０５ 

   （１９８） 

８．７％

 （８．９％）

  

  

  

合  計 
４２，８５０

(１７，８５８)

４６，０６１

(１９，２９９)

３，２１１ 

 （１，４４１） 

７．５％

 （８．１％）

※１ 派遣職員にかかる人件費は含まず 

※２ （  ）内は一般財源額 

※３ 本表は百万円単位のため、増減額及び増減率が一致しない場合がある 
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 【特別会計】 
（単位：百万円） 

区 分 

平成 16年度 

予 算 額 

Ａ 

平成 17年度 

要 求 額 

Ｂ 

増▲減額 

Ｂ－Ａ 

増減率 

（Ｂ－Ａ）／Ａ

母子寡婦福祉資

金貸付会計 

２６８ ２７１ ３ 

 

１．１％
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２ 17 年度予算要求にあたっての基本的考え方 

 

  本市は、少子化の急速な進行に伴い政令指定都市の中で合計特殊出生率1

が最も低い現状にあることを踏まえ、社会の変化や市民ニーズの把握に努

めるとともに、持続可能な財政構造への転換に向けて効率的かつ効果的に

事業を推進していくことが求められている。 

子ども未来局では、「子どもの輝きがすべての市民を結ぶまち」を目指し、

明日を担う子どもたちが未来に夢を持ち、こころ豊かで健やかに育つ環境

をつくるための予算配分を、より一層推進していく。 

具体的には、子どもの権利を守り育むために何が必要なのかを、子ども

を含めた市民と議論しながら「（仮称）札幌市子どもの権利条例」の制定に

向けた取組を進めていくことで、すべての子どもが持つ権利や自由が最大

限に尊重される社会の実現を目指すほか、子どもたち自らの自由な発想に

基づく参加型の野外体験活動の機会を提供し、次代を担う心身ともにたく

ましい人づくりを目指す。 

また、すべての家庭が安心して子育てができるよう、地域・区・全市の

三層構造による子育て支援体制を整備するほか、保育所待機児童2の解消や

多様な保育ニーズへの対応を図るなど、社会全体で子育て家庭を支えるこ

とにより、子育て家庭が抱える様々な負担感の軽減を図る。 

                                                  
1 合計特殊出生率：15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率の合計で、一人の女性が仮にその年次の

年齢別出生率で一生の間に生むとしたときの子どもの数に相当する。 

 
2 保育所待機児童：認可保育所の入所を希望し、市に申込書を提出している子どものうち、入所要件を

満たしているにもかかわらず入所できずにいる子ども。 
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更に、近年増加傾向にある児童虐待などの困難ケースへの取組強化を目

的に、児童家庭支援センターの増設を図ることなどにより、子どもが地域

で健やかに暮らせる街づくりを推進するほか、発達医療センターの機能強

化を図るなど、療育・発達支援体制の充実に努める。 

なお、これらの多様な各種事業を積極的に展開していくためには相応の

財源措置を講じる必要があることから、まず子ども未来局内部の努力によ

りコスト縮減を図るとともに、段階的にサービス水準の見直しを検討して

いく。 

 １ 少子化対策の推進  

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 自立した市民に育てる教育の推進  

 

 

 

 

○ 地域・区・全市の三層構造による子育て支援体制を整備し、すべての子育

て家庭を対象とした全市的な子育て支援の展開を図る。 
 
○ 保育所待機児童の解消を目指すとともに、延長保育、一時保育等の実施箇

 所数を拡大することで、増大・多様化する保育ニーズへの対応を図る。 
 
○ 児童会館や小学校空き教室等を利用したミニ児童会館を新たに整備するこ 
とで、放課後児童の健全育成を図る。 

 
○ 地域に密着した児童家庭支援センターの設置箇所数を拡大し、複雑多様化

する児童問題への取組体制を強化する。 

○ 子どもたち自らの自由な発想に基づく参加型の野外体験活動事業を実施

し、自主性や創造性などを育む。 
 
○ 「（仮称）札幌市子どもの権利条例」の平成 18 年度制定を目指し、子ども
も含めた市民参加による検討委員会等を開催する。 
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３ 予算要求の重点事項 
 
 
 

   ひとり親家庭への支援を拡充することを目的に、就業支援や給付金の

支給等を行うことで母子家庭等の経済的自立を促進し、生活の安定と子

どもの健やかな成長を図るように努める。 

 
 

 

 

 

ア 母子家庭等就業支援センター事業（子育て支援部）       
２１百万円【新まち等、配分】 

母子家庭等の経済的な自立を促進するため、家庭の状況、経験、適性等

に応じた就業相談や、技能・資格習得のための各種講習会の開催、職業紹

介機関と連携した情報提供など総合的な就業支援を行う。  

 
イ 母子家庭自立支援給付金事業（子育て支援部）       

７百万円【配分】 

母子家庭の母が、自主的に行う職業能力の開発を推進するために、指定

した職業能力の開発のための講座を受講した者に対し、教育訓練終了後に

給付金を支給するほか、保育士等の資格を目的として２年以上の養成期間

で受講する場合に給付金を支給し、生活の負担の軽減を図り、資格取得を

容易にすることを目的とする。 

 
 
 
 
 

(1) 元気な経済が生まれ、安心して働ける街さっぽろ 

２ 安心して働ける環境づくり 

                   ２８百万円（１８百万円） 
注：（ ）内は 16 年度予算額
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   地域での子育て支援体制を充実させるため、地域・区・全市の三層構

造による子育て支援体制を整備するとともに、保育所待機児童対策や多

様なニーズに合わせた保育サービスの充実を図り、子育てと仕事などの

両立を支援する取り組みを進めていく。 

 

 

 

 

 
ア 地域主体の子育てサロン設置事業（子育て支援部）  

８百万円【新まち等、新規】 

子育て中の親子が気軽に集い、交流できる場（子育てサロン）を各地域

に広げていくため、遊具や会場代、市民向け広報など立ち上がり準備に必

要なものを提供することで、住民が主体となった子育てサロンの立ち上げ

や活動を支援する。 

 
イ （仮称）区子育て支援センター設置事業（子育て支援部） 

          ４２１百万円【新まち等、新規】 

通常の保育サービスのほか、常設の子育てサロンの運営や子育て関係施

設・機関との連絡調整などを通じて、子育て家庭に対してきめ細やかな支

援を行う「（仮称）区子育て支援センター」の設置を進める。（平成 18年度
設置予定：豊平区、西区、手稲区、平成 19年度設置予定：東区） 

 
ウ 児童家庭支援センター事業の拡充（児童福祉総合センター） 

          １９百万円【新まち等、レベルアップ】 

児童虐待、非行、不登校など子どもや家庭に関する問題について、身近な

地域の中で 24時間対応により専門的な相談、支援を行う児童家庭支援セン
ター事業を拡充するため、１カ所新設する。（１カ所⇒２カ所） 

 

(2) 健やかに暮らせる共生の街さっぽろ 

２ 少子化対策の推進 

             ３，０８８百万円（２，１２８百万円） 
注：（ ）内は 16 年度予算額
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エ （仮称）屯田北地区児童会館整備事業（子ども育成部） 

          ２９３百万円【新まち等、新規】 

児童の健全育成に関する環境を改善するとともに放課後児童対策3のため

の児童クラブを充実するため、子どもの数の増加が著しい屯田北地区に児童

会館を新設する。また、児童会館整備に当たっては、子どもたちの意見を反

映できる仕組みづくりを目指す。 

 
オ ミニ児童会館整備事業（子ども育成部） 

          ８３百万円【新まち等、レベルアップ】 

小学校区内に児童会館がなく、かつ、近隣の児童会館までの距離が遠く、

児童クラブ等の利用希望者が多く見込まれる地域に、小学校の余裕教室等を

活用したミニ児童会館を整備する。（26館⇒32館） 

 
カ 保育所待機児童対策事業（子育て支援部） 

          １，２８７百万円【新まち等、レベルアップ】 

保育所の新築・改築の整備、認可外保育施設の認可保育所への移行の促進

などにより、保育所待機児童の解消を目指して入所定員の拡充を進め、保育

環境の改善を図る。（新設３カ所、改築４カ所、認可保育所への移行３カ所） 

 
キ 多様な保育サービスの充実（子育て支援部） 

          ９６４百万円【新まち等、新規】 

就労形態の多様化や育児に伴う心身の負担軽減など、子育て家庭の多様な

保育需要に対応するため、「延長保育事業」「一時保育事業」病気回復期の子

どもを預かる「乳幼児健康支援デイサービス事業」などを実施する。   

（延長保育事業１３５カ所⇒１４６カ所、一時保育事業５１カ所⇒６１カ所、

乳幼児健康支援デイサービス事業３カ所⇒４カ所） 

 
 
 
 
 

                                                  
3 放課後児童対策：放課後帰宅しても、昼間保護者が就労等により不在のため、適切な指導・援助が受

けられない児童の安全を確保し、健全な育成を図るための施策。札幌市の放課後児童対策は、児童会館

やミニ児童会館で開設する「児童クラブ」と、「学校施設方式児童育成会」、「民間施設方式児童育成会」

の３形態で実施している。 
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ク 児童クラブ等における障がいのある子どもへの対応の充実（子ども育成部） 

          ５８百万円【新まち等、レベルアップ】 

障がいのある子どもに放課後の多様な活動の場を提供するため、児童クラ

ブ等における受け入れ体制を充実する。（障がいのある子どもの受け入れ年

齢枠の拡大：５年生まで⇒６年生まで、指導員の配置の充実） 

 
ケ 少子化対策普及啓発事業（子ども育成部） 

          ３百万円【新まち等】 

子育てに対する市民理解の促進に向けて、子どもに関する様々なテーマに

ついての作文及び写真を募集し、それらの内容を編纂した冊子を広く市民へ

配布する。 

 
【成果指標】 

18.子育て家庭の交流の場が開催されている地域の割合（小学校区単位） 

【目標】58％⑮→80％⑱【効果】15ポイント（73％⑰） 

19.保育所待機児童数  

【目標】184人⑮→0人⑲【効果】▲144人（40人⑰） 

 
 

 
 
 
 
ア 札幌市発達医療センターの機能の充実（児童福祉総合センター）  

１百万円【新まち等】 

発達の遅れや障がいのある子どもの早期診断・療育を行う札幌市発達医

療センターの機能充実を図るため、難聴幼児の検査・指導用の部屋の遮音

工事を行い、言語聴覚療法環境の改善を行う。 

 
 
 
 

３ 地域での高齢者・障がい者の自立支援の促進 

                      １百万円（０百万円） 
注：（ ）内は 16 年度予算額
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子どもたちが心身ともに調和のとれた人間として成長し、他人を思い

やる心や豊かな人間性を育むため、野外体験活動の参加機会を拡大する

ほか、札幌の未来を担う子ども一人ひとりの権利を守り育むため、「（仮

称）札幌市子どもの権利条例」を平成１８年度に制定することとし、平

成１７年度は各種フォーラムや子どもを含めた条例検討委員会等を開催

する。 

 
 
 
 
 
ア さっぽろ夢大陸「大志塾（仮称）」事業（子ども育成部）  

１５百万円【新まち等、レベルアップ】 

サッポロさとらんど内の未整備地を会場に、子どもたちが、自由な発想

で企画した活動をグループで協力して、自分たちの力で進めていく場を提

供する。 

 
イ 「子どもの権利」推進事業（子ども育成部）  

１６百万円【新まち等、レベルアップ】 

子ども一人ひとりの権利が尊重されるまちを目指して、「子どもの権利条

約4」の普及啓発を進めるとともに、「子どもの権利条例」の制定に向け、

フォーラムの開催や子どもを含めた市民参加による条例案の検討を行う。 

 
 

                                                  
4 子どもの権利条約：外務省訳では「児童の権利に関する条約」。18 歳未満のすべての人の保護と基本

的人権の尊重を促進することを目的として、1989年（平成元年）11月 20日に国連総会で全会一致で採
択。我が国は 1990年（平成 2年）9月 21日に条約に署名、1994年（平成 6年）4月 22日に批准した。 

(5) ゆたかな心と創造性あふれる人を育む街さっぽろ 

１ 自立した市民に育てる教育の推進 

                    ３１百万円（９百万円） 
注：（ ）内は 16 年度予算額
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４ 事務事業の総点検 
(1) 事務事業の見直し 
◎内部効率 
■一般事務費の節約や、効率的な執務による時間外勤務手当等の抑制 

＜見直し額 ２８百万円＞ 

■施設の保守レベルや、維持管理業務の契約方法の見直しによる経費節

減                    ＜見直し額  １百万円＞ 

 
◎サービス水準など 
■私立保育所運営費等補助金          ＜見直し額１０９百万円＞ 
 累積繰越金率による補助金減額区分規定の見直しを行う。 
■延長保育事業費補助金等          ＜見直し額 ６４百万円＞ 
 延長保育実施保育所に対する国基準上乗せ補助等を廃止する。 
■一時保育事業費補助金           ＜見直し額 １２百万円＞ 
 一時保育実施私立保育所に対する国基準上乗せ補助を廃止する。 
■児童福祉施設措置費            ＜見直し額 １６百万円＞ 
 児童福祉施設に対する市単独扶助（栄養強化事業）を廃止する。 
■児童会館施設設備整備費          ＜見直し額  ４百万円＞ 
 修繕計画の見直しを行い、施設設備整備費を減額する。 
■札幌市青少年育成委員会交付金       ＜見直し額  ３百万円＞ 

 関連事業との事業調整を行い、交付金額を減額する。 
■こども劇場運営管理費等          ＜見直し額 １０百万円＞ 
 利用料金減免制度を見直しするとともに、委託経費の一部自主事業化を

図る。 
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(2) 受益者負担 

受益者負担項目 17年度予算額 主な改定項目 

発達医療センター手数料 ８９千円 診断書 A 

1,200円→ 1,500円 

 
 
(3) 団体補助金 
  廃止４件 削減７件 ＜見直し額４百万円＞ 

 （単位：千円） 

団  体  名 17年度予算額 見直し額 

国際ユースネット 21 実行委員会 ０ ５００

日本ボーイスカウト札幌地区委員会 ０ １５０

(社)ガールスカウト日本連盟 

北海道支部札幌地区協議会 

０ １５０

札幌海洋少年団 ０ １００

(社)札幌市子ども会育成連合会 ３，６００ ４００

中学校区青少年健全育成推進会 ６，８６０ ９００

札幌市保護司会連絡協議会 ９００ １００

更生保護法人 札幌大化院 １８０ ２０

更生保護法人 大谷染香苑 １８０ ２０

(社)札幌市私立保育所連合会 １６，９６７ ７５６

札幌市里親会 ２５０ ３７

 


